令和５年度　事前評価点検表（内部評価）
１ 事業概要
	事業名
	大阪府立新工業系高等学校（仮称）施設整備事業

	担当部署
	教育庁教育振興室高校再編整備課

	事業箇所
	大阪市淀川区加島一丁目５２番８１号　

	事業目的
	　大阪市立の高等学校等の大阪府への移管については、令和２年９月の定例府議会において関連条例が議決されたことを踏まえ、令和３年１月の大阪府教育委員会会議にて、その方針となる「大阪市立の高等学校等移管計画（移管計画）」が決定され、令和４年４月に府に移管にされた。

　移管された学校のうち、泉尾工業高等学校、東淀工業高等学校、生野工業高等学校については、移管計画において、３校を再編整備の対象校とし、移管後、新工業系高等学校（新校）を開設することが明記されたことに基づき、新校の施設整備を行う。

	事業内容
	敷地面積　36,287㎡
総延床面積　約19,600㎡
本体校舎（鉄筋コンクリート造　4階建て）
駐輪場、倉庫、その他付属棟

	事業費
	全体事業費：約129億円

（内訳）設計費等　　　　約　 7億円

　　　　　工事費　　　　　約 122億円

	
	【事業費の積算根拠】
工事費概算書及び過去の学校整備事業費による。
	【工事費の内訳】

改築工事　　　　約102億円
撤去工事　　　　 約15億円
グラウンド整備等　約5億円

	事業費の変動要因
	物価高騰により、事業費が上振れする可能性あり。

	関連事業
	　　　


２ 事業の必要性等に関する視点
	上位計画等に

おける位置付け
	〇大阪市立の高等学校等移管計画（令和３年１月）
〇大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画（2019（平成31）年度から2023年度）
　（令和３年１月改定）

	優先度
	泉尾工業高等学校、東淀工業高等学校、生野工業高等学校について、入学を志願するものが定員に満たない状況が続いており、学校の小規模化による教育活動への影響から、事業の優先度は高い。

	事業を巡る
社会経済情勢等
	大阪市高等学校教育審議会の答申（「 Society5.0 で実現する社会に求められる大阪の産業人材育成を担う新たな工業系高等学校の在り方について」（令和２年８月））において、現状と課題について、「近年の15歳未満人口の減少と大学・短大進学率の高まりにより、生徒や保護者が高等学校選択時に普通科系高等学校を志願する傾向が強まっており、一部の学校では志願者不足により在籍生徒が減少し、そのことが学校全体の活性化に少なからず影響を与えている状況である」と指摘された。
また、同答申の今後の工業系高等学校の在り方において、泉尾工業高等学校、東淀工業高等学校及び生野工業高等学校の３校について、「ここ数年の入学者選抜の志願状況及び今後の少子化の進行を踏まえると、引き続き各校で魅力化を進めるよりも、１校に再編整備し魅力化を図る方向で検討することが望ましい」と提言された。

	地元の協力体制等
	地元自治会の会長等に対して事業概要を説明し概ね理解を得ている。
今後、周辺住民に対して事業内容の周知を行う。

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	府立高等学校の整備に係る投資効果を分析する手法は確立されていない。

	事業効果の

定性的分析

（安全・安心、活力、
快適性等の有効性）
	【効果項目】
〈安全・安心〉
学校として必要な耐震性を備えた安全・安心な建築構造

〈活力〉
実業教育の伝統を継承発展させ、「Society5.0」で実現する社会に求められる大阪の産業人材育成を担う新しい学校をめざす。
〈快適性〉
　実習室への空調設備の設置や、福祉のまちづくり条例に適応したバリアフリーの施設づくり等により、生徒・教員等の快適性の向上
【受益者】
　府民


３ 事業の進捗の見込みの視点
	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	【事業スケジュール】
令和３年度　　基本構想
令和４年度　　基本計画
令和５年度　　基本設計

令和６年度　　実施設計

令和７～９年度　　校舎建設工事
令和10年度　　新校開校予定　
令和10～11年度　　既存校舎撤去工事・グラウンド等外構整備工事

	完成予定年度
	令和11年度


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
	代替手法との

比較検討
	泉尾工業高等学校、東淀工業高等学校、生野工業高等学校の３校を再編整備し、新工業系高等学校を設置する校地については、「府内における配置バランス」「通学利便性」「敷地面積」等の観点から総合的に勘案し、現在の東淀工業高等学校の敷地とすることを決定した。
現東淀工業高等学校の校舎は、空調・換気設備の整備された教室・実習室が少なく、バリアフリーへの対応も不足している。また、特別・普通教室棟、管理室棟等の多くが築後約60年を経過しており、構造体のクラックが多く見られることに加え、改修工事を行っても、バリアフリーなどにおいて現在求められる建物性能に近づけることが困難なため、建て替えが合理的である。


５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	自然環境への影響は特にないが、「大阪府自然環境保全条例」に基づく緑化計画、「府有建築物の整備における環境配慮指針」に基づいた環境配慮を行う。

	その他特記事項
	　　　　


６ 評価結果
	評価結果
	○事業実施
＜判断の理由＞

大阪市立の高等学校等移管計画に基づき、大阪市から移管された泉尾工業、東淀工業、生野工業を再編整備し、新校の施設整備を着実に行う必要がある。
以上の理由から、事業を実施する。


